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固定アクセス系の加入者数，対前年度比の推移[7]を図 1-4 に示す．1970 年代後半から，加入
者電話契約者数の対前年度比が 5%程度の伸びに留まっている．これは，世帯数の増加率が 6～
7%程度[8]であり，ほぼ，飽和状態に達したものと考えられる．このような状況の中，2001 年以降，








図 1-4 固定アクセス系の加入者の推移 
データ通信を支えるネットワークの側面から捉えると，1980 年代は，ATM (Asynchronous 
Transfer Mode)[9]を軸とした集中型の垂直統合モデルに立脚した B-ISDN (Broadband Integrated 





ISDN (Integrated Service Digital Netwotk)の後継として，コネクションを集中管理し，音声，
動画，データといった様々なメディアを高品質で提供するサービスを目指し，1991 年に
そのコンセプトが発表された[11]．1995 年には B-ISDN を支える ATM の仕様が[12]，
1996年には，ATM nativeな API (Application Interface)のコンセプトが定められた[13]． 
• Internet: 
米・国防省の ARPA (Advanced Research Projects Agency)の研究プロジェクトに端を発す
る Internetは，NSF (National Science Foundation)が管理する NSFNET (Nationa Science 
Foundation Network)をバックボーンとし，米国をはじめ各国の大学や研究機関を接続す
る学術ネットワークへ発展した．この過程で，1983 年には，4.2 BSD (Berkeley Software 































要な端末としては，PCが挙げられる．図 1-5 に，国内の一般世帯における PCの普及率推移を示
す[18]．1993 年以降，徐々に普及率が立ち上がり始めたが，大きなターニングポイントは，1995 年
に販売されたWindows® 95 operating system1にある．この OSは，TCP/IPがバンドルされ，図 1-4
に示されるように ISDN 加入者の増加とあいまって，PC の普及率を後押しした．この頃には，
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Internet上のアプリケーションとして，SMTP (Simple Mail Transfer Protocol)[19]，POP (Post Office 
Protocol)[20]といった電子メール関連プロトコル，World Wide Web の基盤となる http (hyper text 
tranfer protocol)[21]，現在のブラウザの元となる NCSA Mosaic[22]，動画や音楽のストリーミング再
生に対応した Real AudioPlayer 等が Socket インタフェース上に開発されており，TCP/IP がバンド
ルされた PC で容易に利用できる環境となった．また，CD (Compact Disc)をはじめとする AV 
(Audio & Visual)コンテンツのディジタル化の進展，IEEE 1394[23]標準策定に伴う PC，AV機器の
ディジタルインタフェース接続の普及により，テキストに加えて，AV コンテンツを活用したコミュニケ
ーションも可能となり，普及率の上昇に拍車をかけた．併せて，ディジタルコンテンツの取扱に関し，












光ファイバの伝送容量の推移を示す．1996年以降，WDM (Wavelength Division Multiplexing)技
術[26]の進展により，ファイバ 1 本あたりの伝送路容量はムーアの法則3を上回る速さで増加してい
                                                        
 
2
 現実的には，DTCP-IPは限定的な利用に留まり，最近は，JASRAC (Japanese Society for Rights 
of Authors, Composers and Publishers, 一般社団法人日本音楽著作権協会)と動画配信サイトとの
包括契約も結ばれている． 
3
米 Intel社の設立者ゴードン・ムーア （Gordon E. Moore）が 1965年に提唱した，半導体技術の進






図 1-6 光ファイバの伝送容量の推移 















向けの ADSL料金体系[28]を表 1-1に示す． 
表 1-1 ADSLの料金体系 
ADSL料金 高速(NTT:47 Mbps/ソフトバンク:50 Mbps) 中速(12 Mbps) 
NTT東日本 3650 円/月 3550 円/月 

















































として知られる最ゆう系列推定(MLSE: Maximum Likelihood Sequence Estimation)方式に着目し，
その高い等化能力を低コストで引き出す制御方式を提案する．具体的には， 



























































は，アクセス方式によって異なる．第 3 世代移動通信 (IMT-2000: International Mobile 
Telecommunications-2000))システム以降のアクセス方式として，TDMA，CDMA (Code Division 
Multiple Access)，OFDMA (Orthogonal Frequency Division Multiple Access)が規定されており[38]，
各アクセス方式に対する適用技術は， 
• TDMA: 適応等化 
• CDMA: RAKE受信 
• OFDMA: ガードインターバルの付加 
を基本とし，研究開発が進められている．TDMA は，図 2-1 に示すように，2009 年の第 2 四半期

















2.2. 分数間隔サンプル型 MLSE方式 
本節では，まず，分数間隔サンプルを行う場合の通信路をモデル化し，このモデルに基づいて
分数間隔サンプル型MLSE受信器を理論的に導出する． 
2.2.1.  通信路モデル 
図 2-2 に，シンボル速度の N倍の速度でオーバサンプルする場合の一般的な通信路モデルを
示す．時間T 間隔の変調されたインパルス列 ( )L,2,1,0),( ±±=kks が送信シンボル系列として入
力される．時刻 kTt = における送信シンボル )(ks は，送信フィルタ(TX Filter)で波形整形され，時
間変動を有する周波数選択性フェージングチャネルを介して受信機に送信され，受信フィルタ(RX 
Filter)により帯域制限される．以下では，TX Filterから RX Filter までを一つの通信路と考える．こ
























図 2-2 通信路モデル 
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送信シンボル系列は T 間隔でしか値を持たず， )/( Nikr + に寄与する送信シンボルは，
))1((,),1(),( −−− mksksks L の m 個のシンボルに限定されるため，時刻 ( )TNikt /+= , 










ijhjksNikr    (2-1) 
と表される．すなわち，ある特定の時刻の通信路出力に関与するインパルスレスポンスの要素は，
Nm ⋅ 個のうちのm個であり，しかもそれらは， )(ks の生起間隔と等しいT間隔でのみ値をもつとい
う性質を有する． 
この結果より，図 2-2等価モデルとして，図 2-3に示すT間隔のm タップで構成される N個のト
ランスバーサルフィルタを用いたモデルを考えることができる． 
T T T
0,0h 0,1h 0,2−mh 0,1−mh
1,0 −N












{ })/( Nikr +
( )1,1,0 −= Ni L
 
図 2-3 等価通信路モデル 
図 2-3 において， i番目のトランスバーサルフィルタのタップ係数は NiT / だけオフセットさせたT
間隔の通信路インパルスレスポンスであり，時刻 kT ～時刻 ( )TNNk /)1( −+ における通信路出力
は，それぞれのトランスバーサルフィルタの出力として NT / ごとに得られる．ここで，各トランスバー
サルフィルタのタップ係数で構成されるベクトル， 
( ) ( )1,2,1,0,,,, ,1,1,0 −== − Nihhhh imiii LL
r






2.2.2. 分数間隔サンプル型 MLSE受信器の構成 






図 2-4は，提案する MLSE受信器の構成である．この受信器は， NT / 周期の通信路出力をT
間隔で直列/並列変換してブランチメトリックを求める．この結果，時刻 kT ～時刻 ( )TNNk /)1( −+
間に受信される N個の受信信号 )/)1((,),/1(),( NNkrNkrkr −++ L が，ブランチメトリック演算
回路に並列に入力される．この入力信号は，式(2-1)に示すように，同一の送信シンボル群，










て，ブランチメトリックを求める．さらに，求められたブランチメトリック値は，ACS (Add, Compare and 
Select)回路およびパスメモリからなるビタビプロセッサに入力され，ビタビアルゴリズムによる最ゆう
系列推定を行い，送信シンボル推定値 )(ˆ ks を出力する． 
)(kr
)/)1(( NNkr −+






図 2-4 分数間隔サンプルを用いたMLSE受信器 
2.2.3. 分数間隔サンプル型 MLSE受信器のブランチメトリック演算 
シンボル間隔でサンプルされた信号を入力とするMLSE (シングルサンプルMLSE)受信器では，
サンプルごとに符号間干渉を与える送信系列パターンが変化するため，受信信号が入力されるご
とに状態遷移が生じブランチメトリックが求められる[44]．これに対し， NT / 周期でサンプルされた
受信信号を入力とする分数間隔サンプル型 MLSE 受信器では，図 2-3 に示したように，時刻 kT


































例として，雑音として平均がゼロ，分散が 2σ のガウス雑音，サンプル周期を NT / とした場合の
)~(s
r





















































~ の確率密度関数， )/( Nik +ε ，


























































































具体例として，サンプル周期を 2/T ，各サンプルに対する雑音の 2 乗平均値をそれぞれ等しく
2







































































( ))2/1()(2|)2/1(||)(|)~( 1,022 +−ℜ++=Λ ∗ kkkks εερεε
r




















図 2-5 ブランチメトリック演算回路 
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図 2-6 通信路インパルスレスポンスの例 
サンプル周期を 2/T ，サンプルタイミングは，主波がピークとなるタイミングに同期したタイミング






ルスレスポンスは T,0=τ の 2 点のみで非零の値をとるが，TR1 のインパルスレスポンスは








































































T よりも大きい場合には 0)( =iω ，
h





ベクトルの各要素の 2乗和を等利得合成する合成型( 1)( =iω )で動作する． 
• スレッショルドを超えた系列があれば，その系列における通信路インパルスレスポンス長
がMLSE受信器の等化能力外であると判断し，その系列に対する差信号ベクトルの要素
の 2乗和を無視する選択型で動作する．但し，すべての )(iω がゼロになると復調できなく
























1次QT-LMS (Quick Tracking-Least Mean Square)アルゴリズム[45][46]により通信路の時間変動に
追従する適応型 MLSE 受信器を用いる．1次 QT-LMS アルゴリズムを用いた適応型 MLSE 受信
器の構成は，付録 Cに示す． 
表 2-1 シミュレーション主要諸元 
変復調部 
変復調方式 4/pi シフト QPSK(Quadrature Phase Shift Keying )/準同期検波 
伝送速度 23.4k baud 
バースト構成 162 symbol (preamble: 先頭 14 symbol) 




適応アルゴリズム 1次 QT-LMS )005.0,05.0( 10 =∆=∆  
ブランチメトリック合成方式 インパルスレスポンス推定器誤差信号による合成 
 
図 2-8 はシミュレーションに用いる MLSE 受信器のブロック図である．図において，受信信号は，
2/T だけタイミングが異なるT 間隔のサンプルパルスでサンプルされ，T 間隔でサンプルされた
二つの受信信号系列 )0,(kr ， )1,(kr を得る．この受信信号系列は，等価通信路モデルのそれぞれ
のトランスバーサルフィルタ出力である．本シミュレーションでは雑音の正規化相互相関係数をゼロ
と仮定し，この二つの系列の通信路インパルスレスポンスベクトル ),( 1,00,00 hhh =
r





によって，状態遷移に対するブランチメトリックを得る．重み係数 )0(ω ， )1(ω は，それぞれの系列に
対する適応型通信路インパルスレスポンス推定器(図中，Adaptive Channel Estmator)から供給され
























T をパラメータにした特性をシミュレーションにより求めた．この結果を図 2-9に示す． 

















: sample timing offset = 0/8T, 4/8T
: sample timing offset = 2/8T, 6/8T
 




が ( )TT 8/4,8/0 の場合と ( )TT 8/6,8/2 の場合を示したものである．ここで，サンプルタイミング
T8/0 は，先行波にサンプルタイミングを合わせた場合を示す．サンプルタイミングが ( )TT 8/4,8/0
の場合は，それぞれの系列に対する特性差が大きいため， T8/0 でサンプルされた系列をとるよう








加するため，サンプルタイミングが ( )TT 8/6,8/2 の場合の特性が向上することがわかる． 
また，誤差信号平均時間M をパラメータとした特性を図 2-10 に示す．M を大きくとることによっ
て，誤差信号の SN (Signal to Noise)比が向上するためサンプルタイミングが ( )TT 8/6,8/2 の場合
の特性が改善されることがわかる．一方，サンプルタイミングが ( )TT 8/4,8/0 の場合には，平均操
作により選択動作に遅延が生じる効果が誤差信号の SN比向上効果より大きくなるため，若干の特
性劣化が生じてくると考えられる． 
: sample timing offset = 2/8T, 6/8T
Averaging symbol length (M)















4-state MLSE, Path memory=2
: sample timing offset = 0/8T, 4/8T
 





図 2-8の受信機のビット誤り率特性のシミュレーション結果を図 2-11～図 2-14に示す．重み係
数制御に関し，スレッショルド(
h
T )を 0.25，平均時間M を 11 としている．それぞれの図では，最大
ドップラ周波数(
d






























4-state MLSE, Path memory=2
sample timing offset
: conventional (single sample)
: proposed (double sample)
 
図 2-11 T遅れの遅延波がある場合の受信特性 

















4-state MLSE, Path memory=2
: conventional (single sample)
: proposed (double sample)
sample timing offset
 
図 2-12 2/T 遅れの遅延波がある場合の受信特性 
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: conventional (single sample)
: proposed (double sample)

















4-state MLSE, Path memory=2
sample timing offset
 
図 2-13 4/T 遅れの遅延波がある場合の受信特性 












: conventional (single sample)

























装置構成，MLSE 受信器に適用する際の要件を示す．表 2-2 にプロトタイプ機の主要諸元を示
す． 
表 2-2 プロトタイプ機の主要諸元 
RF周波数 900 MHz帯 
変調方式 4/pi シフト QPSK 
シンボル速度 24.3 kbaud 
バースト長 162 シンボル 
RSSI分解能 10 bit 
位相分解能 6 bit 












図 2-15 ログアンプの振幅特性と skew特性 




，時速 8 km/h( Hz4.6≈
d














図 2-16 ビット誤り率対入力信号レベル特性 
図 2-17 は，図 2-16 と同様の通信路モデルを用いて，サンプルタイミングを T32/1 毎に変化させ
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• 固定小数点演算で高速な時間変動に追従可能な QT-LMSアルゴリズム 












































図 3-1に示す hourglass(砂時計) model[10]のウエスト部におかれ，上位/下位層に対してオープン
なインタフェースを提供し，Internet のオープン性を支える核となるプロトコルである．現在，主流と

























































3.2.1.  IPの移動ホスト収容の課題 
図 3-2 に，移動ホスト (MH: Mobile Host)を収容するネットワーク層の基本コンセプトを示す．
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MHは，ホストそのものの示す IPアドレス，網との物理的な接続ポイントを示す IPアドレスの 2つの






ションアドレスとして利用する．この通信は，図 3-2 に示すように，MH の物理的な接続ポイント(位
置)とは無依存な L-ID平面 (logical identifier plane)上で行われる．MHを収容するネットワーク層
は，L-ID 平面上のデスティネーションアドレスを，MH の移動に伴う物理的なネットワークとの接続
点を反映した G-ID平面 (geographical identifier plane)上のデスティネーションアドレスに変換し，
物理的な接続を提供する．この技術は，MH収容の鍵となる技術であり，一般的にカプセル化技術
と呼ばれる．具体的には，L-ID をベースとしたヘッダを有するデータグラムに対し，G-ID をベース















Geographical Identifier Plane 
Logical Identifier Plane 
 
図 3-2 IPによる移動ホスト収容に向けた基本コンセプト 
mobile IP方式[56]では，デフォルトのカプセル化技術として，IP-in-IPヘッダ[59]を活用し，L-ID，
G-ID を，ホームアドレス，ケアオブアドレス (CoA: Care-of Address)と呼ぶ．また，この方式では，
MH と通信する全てのホストは，カプセル化を行わず，MH の L-ID をデスティネーションアドレスと
した IPデータグラムを送信する．このデータグラムは，デスティネーションアドレスである L-ID が示
す物理ネットワークに転送された後，あて先の MHの G-IDである CoAに基づくヘッダでカプセル
化され，CoA が示す MH のネットワーク接続点に向けて転送される．カプセル化されたデータグラ
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ムは，MH のネットワーク接続点において，脱カプセル化されて MH に到達する．MH には，L-ID
が一つだけ設定されるため，MH のネットワーク接続位置に依らず，L-ID によって定められる唯一
の物理ネットワーク(MHのホームネットワーク)において常にカプセル化される．このときの IPデータ
グラムの転送経路は，図 3-3-a)に示すように，必ず L-ID で定められる物理ネットワークを経由する
ため，冗長な経路を通ることになる．図において，カプセル化されない IPデータグラム，カプセル化













point indicated by 
L-ID
























相手の G-ID に基づくヘッダでカプセル化された IP データグラムを送信できる．しかし，このような
機能は，既存の IPv4ホストには搭載されないため，経路最適化の効果は限定的なものになる． 
一方，VIP (Virtual IP)方式[57]では，経路最適化に向けた異なるアプローチが示されている．こ
のアプローチでは，L-ID，G-IDを，それぞれ，仮想ネットワーク (VN: Virtual Network)，物理ネット








2つのカプセル化手法を提案している．1つは，IPヘッダと上位PDU (Protocol Data Unit)の間に新




















図 3-5 に，IP2 方式の階層構造を示す．この階層構造を持つノードは，上位副層 (Logica1 IP)
で構成される IPデータグラムと同じ構造を持つデータに下位副層 (Geographica1 IP)において，さ
らに IPヘッダを G-IPヘッダとして付加する． 
 







図 3-6 IP2データグラム構成 
G-IPヘッダとして，protocol number 4が割り当てられている[61]IP-in-IPヘッダを適用するという
考え方もある．しかし，IP-in-IP ヘッダでカプセル化されたデータグラムを受信した中継ノードは，

























されているか否かの照合も行う．第 2 ヘッダが IP ヘッダであると判断されれば IP2デ
ータグラム，さもなければ IPデータグラムと識別する 
図 3-7 に，データグラム識別フローを示す．IP2データグラムのヘッダは，図 3-6 に示すように，IP
ヘッダを連結したものであり，先頭の IPヘッダの次に，もう一つの IPヘッダが配される．IP2データ
グラムと IP データグラムの識別は，IP ヘッダが 2 つ連結されているか否かを判定することになる．
IPv4 機器は，データグラムを受信すると，まず，IP ヘッダのチェックサムを用いて，データグラムの
先頭に配置される IP ヘッダの正当性を確認する．IP2対応機器は，正当性が確認された後，受信




図 3-7 データグラム識別フロー 
この際，IP2データグラムは，図 3-8に示すように，Geographical sublayerの IPヘッダ(第 1ヘッダ)
と Logical sublayerの IPヘッダ(第 2ヘッダ)のヘッダフィールドに対してできる限り，同一の値を設
定するため，まず，同一の値が配されるフィールドと仮定される部分の照合を行う．さらに，照合が






図 3-8 IP2データグラムのヘッダ構造 
図 3-9 に，IP2データグラムと IPデータグラムの識別誤り率を示す．図 3-9の横軸は，第 1ヘッ
ダと第 2 ヘッダの照合に用いる bit 数，縦軸は識別誤り率である．識別誤り率は，チェックサムフィ
ールドとオプションフィールドを除く IP ヘッダ長(18 バイト)の長さの系列に対し，照合に用いるフィ
ールドの bit列が同一かつ，チェックサムの演算結果が同一となる確率である．図 3-9より，照合 bit
として 16 bit使えれば，識別誤り率は 10-10程度になることがわかる．照合 bit列を与えるヘッダのフ
ィールドとして，versionフィールド(4 bit)，protocolフィールド(8 bit)，identificationフィールド(16 bit)
を利用できる． 
 















転送の様々な局面で利用される．特に MH と既存の IPv4 機器の間通信においては，図 3-10 に
示すように，IP2 終端機能によってカプセル化 (SH→MH 宛のデータグラム)，脱カプセル化 (MH
→SH宛のデータグラム)を行わないと通信できない． 
 




図 3-10 IP2終端機能による既存 IPv4ホスト(SH)収容 
また，カプセル化/脱カプセル化を行い，モビリティバインディングを管理する点を終端点と呼び，
3.2.1 に示したデータグラム識別機能は実装されていなければならない．終端点は，MH に関する


























MH との通信を行うためには，MH の L-ID/G-ID 対応の管理，変更を行う機能が必要となる．こ
の管理更新の頻度はネットワークのトラヒックに影響を及ぼす．更新頻度の観点から， 
1) 移動の度に L-ID/G-IDの登録/更新を行う高頻度型管理 
2) MHへの通信要求に応じて L-ID/G-IDの対応を通知する低頻度型管理 
に分類できる．mobile IP方式は高頻度型管理のみ，VIP方式は高頻度型管理を主体とし，低頻度
型管理の導入，参考文献[58]の方式は低頻度型管理のみで構成する方式と考えられる． 




















































































































































































NNN λ−+= 1     (3-4) 
と表すことができる．さらに，VIP 方式のように，一時モビリティバインディング管理機能と同等の機















=      (3-5) 
と表すことができる．簡単のために，
RXTX
NN = ， λλλ ==
RXTX
(対 SH 平均通信比率)とし， λ と
Rの関係を図 3-12に示す．MHが SHとのみ通信している場合( 1=λ )，MHが送信する全データ
グラムは，直接 SHに向けて経路制御されるが，MH自身が一時モビリティバインディング管理機能
を持つ/持たないに関わらず，MH 宛の全データグラムは MH のホームモビリティバインディング管
理機能を経由する冗長な通信経路となる．図では，
RXTX
NN = としているため， %50=R となる．
mobile IP 方式のように，一時モビリティバインディング管理機能を持たない MH サポート方式(式






























• ホーム/フォーリン/一時の 3 つのモビリティバインディング管理機能を定義した．特に，一時
モビリティバインディング管理機能を有効に活用することで，MH間，MH-SH間の冗長な通
信経路を削減することができる． 
































3.3. IP Multicastの移動拡張方式 
Internetにおいて，固定地点間の 1対 1通信(ユニキャスト通信)に加え，N対 Nのマルチポイン
ト通信(マルチキャスト通信)やMH との通信が検討されている．これらのプロトコルは，それぞれ，IP 






















3.3.1.  IP Multicastの移動ホスト対応の課題 
本項では，現状の IP Multicast と mobile IPによるMHの動作を概観し，IP MulticastがMHに
対応するために必要な技術課題を明らかにする． 
3.3.1.1. IP Multicastの概要 
IP Multicastは，図 3-13のように，複数のホストをメンバーとするマルチキャストグループに 1つ







図 3-13 Host Groupモデル 
さらに，IP Multicast の特徴として，scope[67]の概念が導入されている点がある．scope は，各マ
ルチキャストグループに対して独立に定義され，そのグループのデータグラムが転送されるネットワ
ークトポロジを定める．同時に，scope は，管理主体のネットワークに基づいたグループのメンバー
限定も実現する．IPv4 では，scope は TTL (Time-To-Live)値[10]に基づいて定義される[65]．図 
3-14に TTL値に基づく scopeの例を示す．scopeの境界にはボーダルータと呼ばれるルータが配
置され，TTL スレッショルド(L)が設定される．ボーダルータは，L よりも小さい TTL 値のデータグラ
ムを転送せず，マルチキャストデータグラムの転送エリアを制限する．scope 内の最長経路(図中，
太線)をデータグラムが通過できる TTL値を Kとすれば，Lは，K≦Lと定められる．この scope内で
マルチキャスト通信を行う場合，グループの scope を定める TTL値(M)は，K≦M≦L を満足するよ
うに設定される．また，図のように，scope内部に異なる scopeを含むこともできる． 
 
図 3-14 TTLに基づく IP Multicastの scope 
また，マルチキャスト通信を行うには，メンバー間で通信に必要なパラメータを共有する必要があ
る．パラメータとして，IP Multicastでは，使用するポート番号，アプリケーション，マルチキャストアド
レス，グループを識別する ID (S-ID: Session Identifier)等がある[68]．これらのパラメータを共有す










図 3-15 SAP メッセージの報知 
3.3.1.2. 移動ホストのマルチキャストデータグラム送受信 
mobile IP機能を持つ MHは，ホームアドレスと呼ばれる位置に依存しない一定の IP アドレスと
移動先に依存した一時的な IP アドレスである CoA の 2 つの IP アドレスを持つ．MH のトランスポ
ート層以上の通信はホームアドレスのみに基づいて行われ，MH の移動を意識する必要はない．
また，ホームアドレスで定められるネットワークは，その MH のホームネットワーク (HN: Home 
Network)と呼ばれる．さらに，mobile IPは，MHをサポートするMobility Agentと呼ばれる機能を導
入する．Mobility Agentは，MHのHNに存在するホームエージェント (HA: Home Agent)と移動先
での通信をサポートするフォーリンエージェント (Foreign Agent)の 2種類がある．HAには，MHの
移動の度に新しいモビリティバインディングが登録される．HA は，モビリティバインディングに基づ
き，MHの通信相手 (CH: Correspondent Host)からMHのホームアドレス宛に送信されたデータグ
ラムを MH の CoA に基づいたヘッダでカプセル化し，MH の移動先へ転送することで，MH への





図 3-16 mobile IPの制御，通信手順 
さらに，mobile IPでは，MHのマルチキャストデータグラム送受信方法として， 
• HAとMHの間にマルチキャストデータグラムを転送するユニキャストの双方向のトンネルを
形成し，MHは HAを経由してマルチキャストデータグラムの送受信を行う方法(図 3-17) 
• MHが移動先で直接マルチキャストデータグラムの送受信を行う方法(図 3-18) 
の 2方法が規定される．本節では，これらの方法を，それぞれ，トンネル法，直接法と呼ぶ． 
 
図 3-17 トンネル法によるマルチキャストデータグラム送受信 
 

























図 3-20 直接法におけるメンバー管理の課題 
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3.3.2.  IP Multicastの拡張によるmobile IP対応方式 
前項で示したように，トンネル法，直接法は，それぞれ，長所/短所を有する．そこで，この 2方法
を適切に使い分け，前項に示した課題を解消して，MH をサポートするマルチキャスト通信方式を
提案する．このために，scopeの拡張と HA とMH間の制御手順を導入する． 
3.3.2.1. scopeの拡張 
ある scope (scope-A)を持つマルチキャストグループに対する MH とその HA の所在地及び
scope-Aの包含関係を考えると，MHは，図 3-21のように， 
1) HA，MH ともに scope内(MH-A1) 
2) HAは scope内，MHは scope外(MH-A2) 
3) HAは scope外，MHは scope内(MH-B1) 
4) HA，MH ともに scope外(MH-B2) 
と分類できる．図中，MH-A1，MH-A2の HAは HA-A，MH-B1，MH-B2の HAは HA-Bである． 
 
図 3-21 MH，HA及び scopeの関係 
originatorは必ずしもメンバーとして期待するMHの所在地を知ることはなく，MHの位置に依存せ
ずに scopeを定めて，メンバーを限定できることが望ましい．本節では，originatorは，MHの所在地
に依存しないHAの位置に基づいて scopeを定めることとする．これは，現状の IP Multicastにおけ
る scopeの設定方法と同様である．この scopeの定め方により，1)，4)の包含関係におけるMHは限




• HA からのトンネルを介した転送を許可するか否かを示す属性(転送可否属性(TA: 
Transferable Attribution)) 
• メンバーを scope内にHAを持つMHのみに限定するか否かを示す属性(メンバー限定属
性(MA: Membership Limitation Attribution)) 
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の 2属性を付加することを提案する．これらの属性を scopeに付加することで，表 3-1に示すように
MH を考慮してメンバーを限定できる．originator は，構成するグループに適したメンバーに応じて，
scope とこれらの属性を設定し，SAP メッセージで報知する． 





















移動先に関わらず scope内に HA を






































MH-A1 直接 直接 直接 直接 
MH-A2 トンネル ― トンネル ― 
MH-B1 ― ― 直接 直接 
MH-B2 ― ― ― ― 
 
表 3-2 の参加法を実現は，SAP メッセージ内の TA，MAに基づいて行うため，MHがマルチキ
ャストグループの SAP メッセージを直接受信できるか否かで制御方法が異なる．MHが SAP メッセ
ージを受信できない場合は，トンネル法での参加のみが可能であり，少なくとも，MHのHAが SAP
メッセージを受信できる必要がある．この場合には，HA が主体となる制御が必要である．一方，




きるが，scope 外の MH は受信できない．scope外の MH の参加が望まれるグループは，MA とは
無関係に，TA=転送可の属性を持つ．そこで，HAは，mobile IPの手順で登録されているMHから
scope外に移動しているMHを選択して，選択したMHをTA=転送可のグループにトンネル法で参
加させる制御を起動する．MH が scope 内/外に移動しているかは，MH がそのグループの SAP メ
ッセージを直接受信する/しないで区別できる．この制御を行うための HA の動作フローを図 3-22
に示す． 
HA は，SAP メッセージを受信すると，まず，そのマルチキャストグループの TA が転送可である
か否かを検出する．転送可であれば，登録されているMHに対して，そのグループの SAPメッセー
ジを受信しているか否かを問合わせる．問合わせの際には，グループを識別するために，そのグル















できるので，TA に依存せず MA のみを考慮すればよい．MA=限定無のグループには，その SAP
メッセージを受信できる全 MHが参加できる．これに対し，MA=限定有のグループの場合，MHは
その SAP メッセージを受信しても，参加できるとは限らない． 
この制御は，MH，HA共に SAP メッセージを受信していれば両者はそのグループの scope内に
存在し，MHのみが SAP メッセージを受信していれば HAは scope外に存在するので，MH と HA
が共に同一グループの SAP メッセージを直接受信しているか否かを検出することで実現できる． 
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以上の制御は，図 3-24 に示すフローの動作を MH に適用することで実現できる．MHは，SAP
メッセージを受信すると，MA を検出する．MA=限定無であれば，そのグループに直接法で参加




図 3-24 MHの動作フロ  ー  
この制御シーケンスを図 3-25に示す．MHから HAに対する問合わせメッセージ(図中，Query)に
は，問合わせるマルチキャストグループを識別するための S-ID が含まれる．MA=限定有のグルー
プには，MH-Aはその HAである HA-Aが scope内に存在するので直接法で参加し，MH-Bはそ
の HAである HA-Bが scope外に存在するので参加を辞退する． 
 
図 3-25 MH主体の制御シーケンス 
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3.3.3. IP Multicastの移動拡張による効果 
以上，Internet 上で MH をサポートできるマルチキャスト通信を目指し，移動を考慮したメンバー




確にするために，IP Multicastの scopeに， 
1) マルチキャストデータグラムの転送が可能か否か 
2) メンバーを scope内に HAを持つMHに限定するか否か 
を示す属性を付加して拡張することを提案した．この拡張により，ホスト移動を考慮した新しいマル
チキャストサービスの可能性を示唆した．さらに，scope と MH，その HA の包含関係を認識するた
めに，MH とその HA間でマルチキャストグループの SAP メッセージの受信を問い合わせる手順を






















































































が一般化している．また，ノート PCは，無線 LANデバイスを内蔵しているものが多く，PC さえあれ
ば，無線 LAN への接続が可能である．この流れの中，外出先でのブロードバンドアクセス提供に
向けて，公衆無線 LANスポットが広がっている．図 4-1に，2002年にガートナー社が先進的な IT


















タ(MR: Mobile Router)，地上局に設置されたホームエージェント (HA)，MRに接続される車両内
無線 LANアクセスポイントで構成される．MRとHAを結ぶアクセス回線として，既存の無線回線を
束ねた 1 本の論理リンクを構成し，これを活用する．既存の回線としては，第 2 世代移動通信網，
IMT-2000網，PHS (Personal Handy-phone System)網，無線 LANなどを活用することができる．無
線LANを活用する際には，高速ハンドオーバ[71]を導入し，高速移動にも対応できる．乗客は，車
両内無線 LAN アクセスポイント (AP: Access Point)に接続し，MR-HA 間の論理リンクを介して
Internetにアクセスする．これは，ユーザから見ると，通常の無線 LANスポットと同様の構成であり，
無線 LAN内蔵 PC さえあれば，Internetアクセスが可能となる． 




















• 広帯域性:IMT-2000の場合，数百 kbps程度 
• 広域性:移動通信事業者のエリア設計に依存 
• 経済性:新インフラ不要だが，ケーブル購入などのユーザ負担が生じる 









3) 沿線無線 LAN[74][75]:  
• 接続形態:沿線に敷設した無線 LAN APを介して，車両と地上局を接続 
• 広帯域性:最大 54 Mbpsが使える可能性がある 




















表 4-1 車両-地上局間のアクセス手段の特徴 
 広帯域性 広域性 経済性(新規インフラ要/不要) 
個人携帯 × △ ○ 新規インフラ不要 
LCX ○ △ × 新規インフラ要 
沿線WLAN ○ × × 新規インフラ要 
衛星通信 ○ × ○ 新規インフラ不要 





































































































































































ユーザプレーンの目的は，HA と MR 間を結ぶ異種・複数の無線回線を束ね，束ねた回線を効
率的に活用することにある．このために，HAとMR間に，MIM (Mobile Inverse MUX)を導入する．
ユーザプレーンのレイヤ構成を図 4-4 に示す．MIM は，MR-HA 間のプロトコルとして定義され，
車内のユーザ端末やインターネット上のサーバにはトランスペアレントである．また，ユーザ端末の
IPからみると，MR-HA間の 1ホップのリンクを制御するリンク層プロトコルとなる．また，無線回線の
変動に起因する TCPスループット劣化抑圧のために，MR-HA間で TCPを分断する TCPスプリッ
ト[76]の導入も可能である． 
 
図 4-4 ユーザプレーンのレイヤ構成 
図 4-5 に，HA，MR に導入する MIM の基本機能をレイヤ構成とともに示す．MIM は，次の 2
つの機能で構成される． 





















4.2.3. モバイル逆多重(MIM: Mobile Inverse MUX)方式 











る異種・複数の無線システムから得た IP アドレス群を各無線システムに対する CoA とし，HAに登
録する．下り伝送では，HAが 1つのMRから登録される複数 CoAを宛先とした IPパケットを並列
送信することで，異種・複数の無線資源を束ねる．図 4-6に，このパケットフォーマットを示す． 
 









4.2.3.2.1. フロー制御[79][80]  
フロー制御の目的は，品質が異なる無線回線群を束ねて，利用できる全帯域を使い切ることに
ある．このために， 
(1) プローブ: 動的に変動する回線品質のモニタ 
(2) スケジューラ: 回線品質に基づく最適な帯域利用 
の 2機能を導入する．フロー制御方式概要を図 4-7に示す． 
 













































計 4 本の回線を束ねる．また，既存方式との比較のために，TCP Vegas[82]で定められる制御を用
い，スループット最大化(Win1)と遅延最小化(Win2)の 2つの設定の場合について評価する． 
評価結果を図 4-10 に示す．図において，実線は，MIM，Win1，Win2 の総スループット，破線
は，遅延が 1秒以内となるスループットである．総スループットではWin1が最大だが，実用的な遅











図 4-10 シミュレーション結果 
また，図 4-11に首都圏の約 60 kmに渡る特急列車内で，IMT-2000システムの回線を 1回線用
いた場合とMIMで異種事業者の複数 IMT-2000システムの回線を束ねた場合のスループット測定
結果を示す．干渉状況や受信状態によって，複数伝送速度モードを動的に割当てる制御オーバ
ヘッド，高速移動に伴う伝送品質の劣化により，スループット変動は生じるが，MIM によって 1.5 
Mbps以上のスループットが得られることがわかる． 
 







































































































データ通信に関しては，数十Mbps以上のピークレートを提供する IEEE 802.11 無線 LANが主









おいては，若干のスループット劣化が生じるものの，CSMA-CA (Carrier Sence Multiple Access 















































































一方，「みなし MVNO」は，従来，PHS 等の小電力の基地局等を前提としていたが，2008 年 1
月の第 169 回国会において，フェムトセル基地局への適用が議決されている[85][98][99]．大中規



































端末シェアと収益額シェアの両方が 25 ％を超える事業者であり，現在，NTT ドコモ社ならびに
KDDI 社がこれに該当する．2001 年の電気通信事業法改正にて，移動通信事業者に対して，他
事業者との接続ルールや接続料金などを定めた約款の届出制が採用された．接続料算定の適正








表 4-2 事業者の内線サービスとパケット接続約款の概要 





内線電話サービス料 945円/回線/月 1)  
回線(端末)数 
依存料 
回線管理費  97円/回線/月 1) 
内線接続料 420円/チャネル/月 3)  













固定回線料金の 4 つのカテゴリから構成される．無線リソースに関連する料金として 1)～3)に着目
し，表 4-2内の対応項目に 1)～3)を付記する．500端末を契約する場合を例に，最大同時通話数
をパラメータとした場合のランニングコストを図 4-14 に示す．図において，1)と 2)の総和を契約端
末数依存コスト (monthly fee depending on terminal number and contraction)，3)を帯域幅依存コス
ト (monthly fee depending on bandwidth)として示す．また，最大同時通話数は，それぞれの企業
の業態，業務フローに依存する設計パラメータであり，一般的な数値を示すことは困難であるが，
通常のオフィスであれば，総端末数の 10-15 %程度となる 
 










うに，現状の料金体系では，10 Mbpsを最低帯域幅として規定し，10 Mbpsを超える 1 Mbps毎に
追加料金を設定しているが bit単価は等しいので，音声通話に必要な容量に比例した料金が課金
されると仮定する． IMT-2000 システムの音声コーデックの 1 つに AMR-NB (Adaptive 
Multi-Rate-Narrow Band)がある．これは，4.75-12.2 kbpsの可変レートであり，平均 8 kbps とする．
上り/下りを考慮し，1通話あたりの占有帯域幅を 16 kbpsとする．このとき，図 4-14と同様の条件で
ランニングコストを求めると，図 4-15のようになる． 
 











図 4-16 通信事業者サービスの帯域幅料金とパケット通信約款の端末数依存料金の組合わせ 
























































































































• 固定小数点演算で高速な時間変動に追従可能な QT-LMSアルゴリズムの適用 
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度で与えられる．雑音として平均がゼロ，分散が 2σ のガウス雑音，サンプル周期を NT / とした場
合 を 示 す ． 時 刻 kT ～ 時 刻 ( )TNNk /)1( −+ に お け る 雑 音 ベ ク ト ル を


































  (A-1) 




の各要素の平均電力が等しく 2σ ， )/( Nikn + と
)/( Njkn + の間の正規化相関係数を )1,,1,0,(
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は， )/(ˆ Nikr + に対する通信路インパルスレス
ポンスベクトルであり，図 2-3 に示す第 i番目のトランスバーサルフィルタのタップ係数を要素とす
るべクトル 
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受信フィルタの周波数特性が )( fK である場合を考える．このとき，受信フィルタ出力雑音の自己
相関関数 )(τR は， 
[ ]
0
21 |)(|)( NfKFR −=τ     (B-1) 
で与えられる(8)．但し， [ ]•−1F は逆フーリエ変換， || • は絶対値を示す．更に，雑音が定常過程か






τρ =      (B-2) 
が成立する．式(B-1)および式(B-2)から， )(τρ は， 
[ ]21 |)(|)( fKF −=τρ     (B-3) 
で与えられる． 
図 B-1に，受信フィルタとしてルートナイキストフィルタを用いた場合の正規化相関係数を示す．













付録C QT-LMS アルゴリズムを適用した型 MLSE 受信器の導出 
適応型 MLSE 受信器では，時刻 kにおける判定結果ベクトルと現在の通信路インパルスレスポ
ンス推定ベクトルから受信信号のレプリカを生成し，実際の受信信号と受信信号のレプリカとの誤
差信号電力が最小になるように通信路インパルスレスポンス推定ベクトルを逐次的に推定していく
[44]．ここでは，この逐次推定アルゴリズムとして，QT-LMS アルゴリズムを適用した QT-LMS 適応
型MLSE受信器の構成を示し，基本的な動作特性を明らかにする． 
C-1 QT-LMS アルゴリズム 
１次QT-LMSアルゴリズムを用いた通信路インパルスレスポンス推定の概念図を図C-1に示す．
図において，実線は実際の通信路インパルスレスポンスの変動，破線は通信路インパルスレスポ
ンス推定値である．1 次 QT-LMS アルゴリズムは，推定する時間変動をある周期(図中，リセット周
期)に分割し，その周期内における変動を時間の１次式でモデル化して推定するアルゴリズムであ
る．このアルゴリズムでは，推定すべき変数は，時間変動の 1次微係数(1次変動成分: 1h )と周期に
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kにおける受信信号レプリカ )(ˆ kr は， 
)()(ˆ)(ˆ khkskr
rr
⋅=      (C-2) 
と表すことができる．ここで，通信路インバルスレスポンス長をm とすると， 
( )))1((ˆ,),1(ˆ),(ˆ)(ˆ −−−= mksksksks L
r
    (C-3) 
( ))1(,),1(),0()( −= mhhhkh t L
r
    (C-4) 
( ) ),,1,0()1,,(,),1,,(),0,,(),( Limikhikhikhikh t LL
r
=−=  (C-5) 
である．式(C-4)，式(C-5)において， tは転置ベクトルを示す．式(C-1)及び式(C-3)～式(C-5)を式






























ε    (C-7) 
ここで， j∆ は j次変動成分の逐次更新のためのステップサイズ， )(kε は )(ˆ kr と )(kr との誤差信号，
∗は共役複素， kは基準時刻からの時間を表す変数である． kが大きくなると，通信路インパルス
レスポンスの時間変動を L次式のモデルで近似することが困難になってくる．また， kは単調増加
変数であるから， kが大きくなると式(C-7)右辺の第 2 項も大きくなり，制御系が不安定になる可能
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0=k       (C-10) 
にしたがって各変数をリセットする[45]． 
C-2 受信機構成と追従特性 
図 C-2に，１次 QT-LMSアルゴリズムを用いた QT-LMS適応型MLSE受信器のブロック図を示
す．この受信機の適応通信路インパルスレスポンス推定回路では，まず，通信路インパルスレスポ
ンスの 0次変動成分と 1次変動成分の推定値に基づいて判定結果を再変調して，受信信号レプリ


























図C-2  1次QT-LMSアルゴリズムを用いたMLSE受信器 





∆ )＝0.005，リセット周期( R )をシンボル周








図C-3  0次変動成分の推定例 
 
図C-4  1次変動成分の推定例 
 
図C-5  通信路インパルスレスポンスの推定例 
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D-1 極座標信号入力型の MLSE 受信器構成 
図D-1に提案するMLSE受信器のブロック図を示す．入力は，ログアンプにより検出されたRSSI
信号をサンプルした対数振幅情報 )log(r と振幅制限された受信信号を基に位相検出器[49]で検
出した位相情報θ である．等化器系では，まず対数振幅情報 )log(r に関し，スロット中の最大値を
用いて正規化を行った後，線形な振幅情報 r に変換する．次に， ( ) ( )yxr ,, →θ の座標変換を行い，
直交座標系の直交信号を生成する．この直交信号を MLSE 受信器への入力とする．この一連の









































• 受信レベルによって異なる skewがMLSE受信器に与える影響 
• 素子によるログアンプ特性のばらつき(ログアンブ特性のゲインスロープ誤差)が MLSE 受
信器に与える影響 
表 2-2 に示す諸元のプロトタイプ機を用いて，これらの要件を評価した結果を，図 D-2～図 D-4
に示す．図D-2は，振幅情報，位相情報に必要なビット精度を調べたものである．図より 4/pi シフト














sampling timing = 0/8T















図 D-3 ビット誤り率対 skew特性 
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ACS   Add, Compare and Select 
ADSL   Asynchronous Digital Subscriber Line 
AGC   Automatic Gain Control 
AMR-NB  Adaptive Multi-Rate-Narrow Band 
API   Application Interface 
ARPA   Advanced Research Projects Agency 
ARPU   Average Revenue per User 
ATM   Asynchronous Transfer Mode 
AV   Audio Video 
B-ISDN   Broadband Integrated Service Digital Netwotk 
BSD   Berkeley Software Distribution 
CD   Compact Disc 
CDMA   Code Division Multiple Access 
CH   Correspondent Host 
CoA   Care-of Address 
CSMA-CA  Carrier Sence Multiple Access with Collision Avoidance 
DSP   Digital Signal Processor 
DTCP   Digital Transmission Content Protection 
FTTH   Fiber To The Home 
G-ID   Geograhoical Identifier 
G-IP   Geograhoical IP 
HA   Home Agent 
HN   Home Network 
http   HyperText Transfer Protocol 
IMT-2000  International Mobile Telecommunications-2000 
IPv4   Internet Protocol version 4 
IPv6   Internet Protocol version 6 
L-ID   Logical Identifier 
L-IP   Logical IP 
LAN   Local Area Network 
LCX   Leaky Coaxial Cable 
MA   Membership Limitation Attribution 
MH   Mobile Host 
MIM   Mobile Inverse MUX 
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MVNO   Mobile Virtual Network Operator 
MLSE   Maximum Likelihood Sequence Estimation 
NGN   Next Generation Network 
MR   Mobile Router 
NSF   National Science Foundation 
OFDMA   Orthogonal Frequency Division Multiple Access 
OS   Operating System 
PAC   Predict And Correct 
PBX   Private Branch eXchange 
PDU   Protocol Data Unit 
PHS   Personal Handy-phone System 
POP   Post Office Protocol 
PN   Physical Network 
QoS   Quality of Service 
QPSK   Quadrature Phase Shift Keying 
QT-LMS   Quick Tracking-Least Mean Square 
RSSI   Received Signal Strength Indication 
RTT   Round Trip Time 
S-ID   Session Identifier 
SAP   Session Announcement Protocol 
SH   Stationary Host 
SIer   System Integrater 
SIM   Subscriber Identity Module 
SMTP   Simple Mail Transfer Protocol 
TA   Transferable Attribution 
TDMA   TimeDivision Multiple Access 
TTL   Time-To-Live 
VIP   Virtual IP 
VN   Virtul Network 
VoIP   Voice over IP 
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